
パブリック・コメント制度による 
 「富士市ゼロカーボン戦略 2050（案）」 

に対する意見募集の結果について 

 

 

１ 意見募集の概要                                   

 

（１）意見募集方法 ①富士市ウェブサイトへの掲載 

②環境総務課、各まちづくりセンター、中央図書館での閲覧 

（２）募 集 期 間  令和 5年 1月 18 日（水）～令和 5年 2月 17 日（金） 

（３）意見提出方法 ウェブサイトの送信フォーム・電子メール・郵便・ＦＡＸ 

担当課への直接提出 

 

２ 意見募集結果                                    

（１）意見提出者の数      5 人 

（２）提出された意見の数     9 件 

（３）ウェブページアクセス件数     485 件 

（４）意見の反映状況 

 反映する（一部反映を含む）    0 件 

 既に盛り込み済み     1 件 

 今後の参考にするもの    7 件 

 反映できないもの     1 件 

 その他      0 件 

 

 

 

 

令和５年３月 

富士市 環境部 環境総務課 

 



「富士市ゼロカーボン戦略 2050（案）」の 

パブリック・コメントに対する意見及び回答 

 

反映の結果の項目は、「1 反映する」、「2 既に盛り込み済み」、「3 今後の参考にするもの」、

「4 反映できないもの」、「5 その他（案件とは無関係な意見等）」の 5 区分 

 

No. 意見の内容 市の考え方 反映結果 

1 

2021 年の東京オリンピックでは、聖火

の点灯などに水素エネルギーを活用

したと聞いています。 

こんな素晴らしいものがあるなら是

非富士でも使って頂きたいと思って

います。 

市内にある発電所に対して、水素発電

所に変えるように働きかけもしてい

ただけたらと思います（県外には試験

的に稼働している水素発電所もある

ようです）。 

この水素はお水と触媒だけで出来る

ので、抜ける心配もなく爆発もしませ

ん。作る段階でも CO2が出ないので、

こんなに素晴らしいものは他には考

えられません。 

水素エネルギーを作った会社を見学

するなど、水素エネルギーの活用につ

いてご検討をお願い致します。 

国は水素を脱炭素に向けた有力なエネ

ルギーとして位置づけています。本戦

略においても、製造業におけるカーボ

ンニュートラル燃料としての活用等、

水素の有効利用について記載していま

す（パブリック・コメント用資料（本

編）60 ページ等） 

水素エネルギーの普及に向けては、輸

送時に排出される CO2 をゼロにするこ

とやエネルギーの安定した供給体制の

確保、コストや運用面での課題もある

ことから、今後の本市のゼロカーボン

化の一手法として継続的に調査研究を

進めてまいります。 

 

 

・

 

今後の 

参考 

2 

自家発電が可能な工場での実施はと

ても良いと思います。資金的に難しい

中小への補助が必要なぐらい。 

太陽光はポテンシャルと言いますが、

太陽光はタダでも、設備投資、土地の

確保に問題があります。現在海外でも

太陽光パネルやバッテリー等の劣化、

処理の公害が問題になっていると聞

いており、土地に関しても自然環境へ

の影響からむやみに増やすものでは

ないと考えます。 

太陽光を推進するならば。多少高くと

も環境への安全性、処理を考えたうえ

で国内メーカーと連携して、最新のも

ので対応すべきと思います。 

本戦略においては、主として既存建築

物屋根に設置することを想定した太陽

光発電のポテンシャルを算定しまし

た。再エネに関する施策としては、「地

域と共生した再生可能エネルギーを最

大限活用する（パブリック・コメント

用資料（本編）51ページ）」ことを基本

方針とし、住宅や工場の屋根に自家消

費用の太陽光発電設備の設置を中心に

推進いたします。 

ご指摘の太陽光パネルに係る安全性等

に関しては、国の安全対策や環境基準、

処分に関する施策等に関する最新の動

向をふまえて施策を実施します。また、

東京都の施策などの先行事例を参照し

今後の 

参考 



ながら、環境への負荷をかけないよう

努めてまいります。 

3 

市内の車両の排ガスについて対応も

すべきです。古すぎる車両については

運用停止や買い替えが必要ですが、EV

はごく近距離以外は必要ないと考え

ます。ハイブリット、燃料電池、水素

エンジンが最適です。  

EV も水素系も、ステーションという意

味においてはまだまだ普及には遠い

でしょう。前述の工場での自家発電で

余裕があるところに併設して充電ス

テーションを設置するのも一つの手

でしょうか？市内の銭湯施設での発

電は？いろいろできることはありそ

うです。 

各家庭への太陽光は前述の処理や効

率の問題で、難しいかと、それならガ

ス発電できる設備を安く普及させる

ほうが早いかもしれません。停電時に

も昼夜関係なく発電可能な点も魅力

です。 

EV・水素自動車等の次世代自動車に関

しては、ご指摘の通り車両のみならず、

エネルギー供給のためのインフラ設備

の整備も課題であると認識していま

す。戦略で示した方向性に基づき（パ

ブリック・コメント用資料（本編）66

ページ）、2030 年度までを目標とする富

士市地球温暖化対策計画（区域施策編）

にも今後位置づけ、移動手段の脱炭素

化に取り組んでまいります。 

また、建築物の省エネルギー化を推進

する方針に基づき（パブリック・コメ

ント用資料（本編）51ページ）、ガス発

電可能なタイプのものも含め、高効率

給湯器の普及推進を図ります。 

その他、ご提案いただいたことを鑑み

ながら、本市の脱炭素化に向けた様々

な取組を推進してまいります。 

既に盛り

込み済み 

4 

再生可能エネルギーに太陽光を使用

する事は賛成です。それを実現するた

めに 

①家庭用太陽光パネルの安全性を示

してほしい（毒性、感電の不安、パネ

ルの寿命、廃棄の方法） 

②メガソーラーについてなぜ全国で

これほど問題が起きているのか、その

根本的理由はなんなのか？一つずつ

の実例を説明する形でも良いので示

してほしい。 

③太陽光発電の取扱業者について、利

権絡みで捜査を受けている企業もあ

るように聞き、事業者と地域のトラブ

ルに関する報道もあります。どのよう

な業者が活動しているのか示してほ

しい。 

最も主要な対策として活用する以上

きちんとした説明を求めます。金銭援

本戦略は、本市として脱炭素を実現す

るために取るべき施策の方向性を示す

ものであり、戦略の中でご要望にある

ような点にお答えをすることは難しい

と考えます。しかし、いただいたご意

見にあるような市民の皆様のご懸念が

あることについては十分に認識してお

ります。 

今後施策を実施する際には、ご意見の

内容を踏まえ、国の施策や環境との共

生に配慮した適切な対応を取り、市民

の皆様のご理解を得られるよう努めて

まいります。 

反映でき

ない 



助等の前にある大前提の重要な事で

あると考えています。 

5 

本戦略案の概要、詳細について読ませ

ていただきました。その結果として次

の点につきまして意見させてくださ

い。 

1.家庭への蓄電池設備の導入推進 

 先ずは家庭への蓄電池設備の導入

ですが、本案の中では主に EV を利用

した非常時での電源確保という捉え

方が主体と理解しました。ご存知の通

り太陽光パネル電池は日照時間のみ

しか有効に発電供給できません。一方

家庭の電気エネルギー需要時間帯は

朝方と夕方から夜時間が主体です。夏

季はともかく冬季での需給ミスマッ

チは大きくなると予想されます。共働

き家庭が増加している現代では、この

状況で太陽光パネル電池のみを採用

すると自給自足のソーラーエネルギ

ー活用は難しいと考えます。家庭での

省エネルギー取り組みを効果的に実

現するためには蓄電池設備と太陽光

パネル電池設備の併用導入推進が必

要と思います。蓄電池設備導入コスト

は現時点では高価ですが、国レベル、

県レベルでの補助金制度にも入って

いますので、本戦略提案でも位置づけ

を明確化できたらと考えます。 

1.家庭への蓄電池設備の導入推進につ

きましては、ご意見の通り、太陽光パ

ネルと蓄電池の組み合わせが有効であ

ると認識しています。本市では、太陽

光発電設備を導入し、FIT 制度による固

定価格買取期間が満了している住宅へ

の蓄電池導入に対する補助事業を実施

しております。今後も様々な支援策を

検討し、2030 年度までを目標とする富

士市地球温暖化対策実行計画（区域施

策編）において位置付け、拡充してま

いります。 

今後の 

参考 

6 

2.本戦略を実行推進する体制 

次に本戦略を実行推進する体制です

が、本案の中では記述されていません

でした。もちろん市長が実行責任者と

なられるのですが、ご承知の通り本戦

略の目標は極めて高く、「目標値実現

のメドは現時点たっていないのが国

レベルでも実情」との情報も聞きま

す。2030 年温室効果ガス削減 26％か

ら突然 46％に引き上げられたからで

す。しかしながら富士市としても上記

目標、また 2050 年ゼロカーボン達成

2.本戦略を実行推進する体制につきま

しては、ご指摘の通り環境部局のみな

らず、全庁的な取組体制が必要である

と認識しています。今後、庁内各所属

における脱炭素関連事業を集約し、連

携して取組を進める体制を整えてまい

ります。加えて、事業者団体との連携

強化を図り、脱炭素の推進に向けた取

組を官民連携で推進します。 

今後の 

参考 



を宣言しましたので、この極めて高い

目標達成のための体制成立が極めて

重要と思われます。環境部のみならず

総務部、産業交流部、都市整備部など

関連全部門あげてのプロジェクトチ

ーム構成が必要と考えます。富士市役

所全所の力を結集し、市民全体、地元

企業全体での戦略実現活動推進とな

れば効果的と思います。富士市の 2018

年時点での CO2排出量削減レベルは

7.4％と、国の 11.6%に比較して遅れて

います。このギャップを挽回し、目標

達成するための必要条件と思われま

す。 

  

7 

3.情報宣伝戦略策定 

三つ目は情報宣伝戦略策定です。市

民、事業者が市のゼロカーボン戦略を

自己認識し、自発推進する動機付けの

加速が不可欠と思われます。先ずは

2030 年までの 7 年間で 46％削減のう

ち、残り 40％弱の削減を実現させるこ

とが直近の課題です。2013 年から 5

年間で 7.4％削減実績でしたから、現

行のままでは目標実現不能でしょう。

ゼロカーボン社会実現活動の必然性

の説得と、国レベル、県レベルさらに

は市独自レベルでの補助金制度等の

インセンティブ提供を説明していく

必要があります。そのうえで市民およ

び事業者の削減活動を側面支援して

いくことが望まれます。昨今の厳しい

経済状況の中、大変難しい課題解決に

向けての活動になりますが、「待った

なしのゼロカーボン社会実現」への挑

戦をお願いいたします。 

  

3．情報宣伝戦略策定につきましては、

戦略に記載した「環境啓発の推進」の

方向性に基づき、今後様々な啓発活動

を実施します（パブリック・コメント

用資料（本編）63ページ）。次年度につ

きましては、ご意見の 4 番目にありま

すシンポジウムの開催を皮切りに、

様々な機会をとらえて脱炭素に向けた

啓発活動を実施することを予定してい

ます。また、大人のみならず子供たち

に対する環境教育の機会を拡げること

で、学齢期から脱炭素の意識を持てる

ような取組を実施します（パブリッ

ク・コメント用資料（本編）65ページ）。 

このような取組を進めることで、脱炭

素の機運を高めつつ、様々な補助金メ

ニューを提示しながらゼロカーボンシ

ティの実現を目指してまいります。 

今後の 

参考 

8 

4.本戦略を実行推進する予算構想 

最後に本戦略を推進する予算構想に

ついてです。本年度予算にゼロカーボ

ン推進のためのシンポジウム開催予

4.本戦略の実行推進にあたりまして

は、ご指摘の通り、相当規模の予算が

必要になると見込まれます。本戦略は、

本市として脱炭素を実現するために取

今後の 

参考 



算が提案されています。富士市として

はこれが最初のゼロカーボン予算措

置でしょうか。本戦略を富士市として

推進するには今後相当な予算措置が

必要と思われます。環境省、経済産業

省といった国レベル、県レベルでのゼ

ロカーボン実現のための補助金等支

援制度が展開されています。これらに

加えて市独自の支援制度構想があれ

ばゼロカーボン戦略案の充実が図れ

ると思います。 

るべき施策の方向性を示すものであ

り、具体的な予算に関して記載するも

のではありませんが、今後国、県の補

助事業の状況を踏まえながら、市民の

皆様が活用しやすい補助金メニュー等

の支援策を実施してまいります。 

9 

環境省では、2022 年 11 月 4 日に、「環

境配慮型契約法基本方針検討会」を開

き、基本方針の改定案を示していま

す。これから、新築に関しては建物の

ZEB 化（ネット・ゼロ・エネルギー・

ビル）や自然再生可能エネルギーの導

入が必須となり、既存建築物の改修で

もZEB化を見据えた改修が必要となっ

てきます。 

富士市に於いても従来型の改修工事

から、環境省の環境配慮契約法基本方

針に準じた改修に見直していく必要

があります。 

弊社では、2025 年までに、本社事務所

の電気代ゼロを目指しています。 

これまで弊社で約 30 年間取り組んで

きた建築技術を、富士市ゼロカーボン

戦略 2050～富士市ゼロカーボンチャ

レンジ～の参考にして頂ければ幸い

です。 

建築物の脱炭素化は、本市のゼロカー

ボン達成のために重要であると認識し

ています。いただいた情報を参考とさ

せていただき、建築物の脱炭素化を推

進してまいります。 

今後の 

参考 

 

 


